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経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

石巻商工会議所（法人番号：5370305000620） 

石巻市    （地方公共団体コード：042021） 

実施期間 令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31日 

目標 

 地域経済の根幹をなす中小企業者・小規模事業者が持続的に事業継続でき

るよう、以下の 3つの指針にて支援する。 

 

①残す(経営力向上による事業継続) 

②増やす(創業支援) 

③減らさない(事業承継支援) 

 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

◆地域経済動向調査に関すること 

①LOBO調査(日本商工会議所早期景気観測システム) 

②ビックデータの活用 

③時事に即した調査 

◆需要動向調査に関すること 

①商品開発及び市場動向調査 

◆経営状況の分析に関すること 

①対象事業者の掘り起こし 

②財務分析・非財務分析による経営分析の実施 

◆事業計画策定支援に関すること 

①DXに関するセミナーの実施及び支援 

②事業計画の策定に関するセミナー実施及び支援 

③事業承継セミナーの実施及び支援 

④その他上記事業に関する事業者への専門家派遣等 

◆事業計画策定後の支援実施に関すること 

①事業者の進捗状況に合わせたフォローアップの実施 

◆新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①「石巻フード見本市」実施による販路開拓支援 

②他地域・他団体実施商談会への出展支援 

③IT支援による販路拡大支援 

 

連絡先 

石巻商工会議所 中小企業支援課 

〒986-0822 宮城県石巻市中央二丁目 9番 18号 

 TEL:0225-22-0145／FAX:0225-94-3978 

 e-mail: icci@ishinomaki.or.jp 

石巻市 産業部商工課 

 〒986-8501 宮城県石巻市穀町 14番 1号 

 TEL:0225-95-1111／FAX:0225-96-1023 

 e-mail：iscommerce＠city.ishinomaki.lg.jp 
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(石巻市策定の計画より一部抜粋) 

 第 2次石巻市総合計画の将来像「ひとりひとりが多彩に煌めき共に歩むまち」の達成と産業

振興の基本目標「多彩な人材が活躍し誇りと活気にあふれるまち」の実現に向け、その重要な

柱の一つである産業振興施策の基本方針と施策の方向性を明確に示し、行政、事業者、大学、

金融機関、各種支援機関、そして市民が同じビジョンを共有しながら、協働して進行していく

ための指針として、策定するものです。 

【産業振興の基本方針】 

①賑わいと活気にあふれる商工業の振興  ②持続可能な漁業・水産加工業の振興 

③魅力的な農林地区産業の振興  ④地域資源を活かした観光事業の振興 

⑤企業誘致の推進と新たな産業の創出  ⑥未来の産業を担う人材の確保と育成 

 上記の産業振興計画の骨子を踏まえ、中長期的に地域経済の基盤維持・活性化を図るためには

地域経済の中核的存在である中小企業者・小規模事業者の役割が重要となる。 

 当所のビジョンは、①「新たな資源も活用した持続的な産業の振興」、②「地域資源を活かし

た賑わい創出による街づくりの振興」、③「未来を担う人材の確保と育成」であり、石巻市の掲

げるビジョンと整合していると言える。 

 

③石巻商工会議所の役割 

 平成 23 年 3 月 11 日に発災した東日本大震災直後、当所では関係機関協力のもとワンストッ

プで各種相談(経営・金融・税務等)ができる支援体制を取り経営相談を実施してきた。 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響や激変する世界情勢、福島原発処理水放出等に対

しても支援相談を実施し、中小企業者・小規模事業者を支えてきている。 

 地域密着型の支援機関として、地域の現状や意見を反映させるべく関係機関に働き掛けるほ

か、小規模事業者への経営改善普及事業(税務・金融・経営・労働等)を中心とした支援を行って

いる。 

 具体的な例として、「石巻フード見本市」や「伊達な商談会」を開催し、震災後の販路開拓事

業、地元高校・大学との連携による人材確保、様々な分野に渡るセミナー実施による企業力の底

上げや、企業存続のための事業承継問題への相談対応等を行ってきた。 

 また、石巻市内 9 つの金融機関と協定を締結し金融支援への取り組みや、「産」・「学」・「官」

連携による問題・課題解決への取り組みを先頭に立って行っている。 

 今後も小規模事業者の持続的経営の実現に向け、経営分析や事業計画策定支援等による支援

を実施することで、既存の事業者はもとより、新たに事業を始める創業者への伴走型支援を関係

機関と両輪となって展開する。 

 

(3)経営発達支援事業の目標 

前述(1)及び(2)を踏まえ、持続可能な地域経済の構築を目指し、本計画における目標は下記に

掲げる項目とする。 

 ①伴走型支援を通した刻々と変化する経営環境に対応できる経営基盤の構築 

 ②地域資源を活用した商品開発、失われた販路の回復と新規開拓の実現による地域の賑わい

創出 

 ③円滑な事業承継・創業の実現による地域経済の活力維持 

④石巻商工会議所職員の資質向上による小規模事業者の力を引き出す伴走型支援の実現 

 

※中小企業者・小規模事業者を、①「残す」(経営力向上)、②「増やす」(創業支援)、③「減ら

さない」(事業承継支援) ための支援を重視し、持続的発展を促す仕組みづくりを目指す。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援計画の実施期間、目標の達成方針 

(1)経営発達支援事業の実施期間（令和 6年 4月 1日 ～ 令和 11年 3月 31日） 

 

(2)目標の達成に向けた方針 

①伴走型支援を通した刻々と変化する経営環境に対応できる経営基盤の構築 

 日々変わる小規模事業者が置かれた現状と課題に対する外部環境の変化について、事業者と

の対話を通じて共に分析し、自社の強みや弱み・新事業への取り組みの可能性等に気づいてもら

えるよう伴走型支援を行う。 

 それにより抽出された内容についての明確な目標を掲げ、専門家派遣事業等の活用をはじめ、

必要なサポートを行いながら対応し、PDCAサイクルに合わせて事業に取り組む。 

 また、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響による生活様式に変化が見られることから、

事業環境の変化への対応、人材不足解消と事業活動の効率化のための ITツール等導入・DX推進

についての検討も行い、企業負担の軽減を図る。 

 

②地域資源を活用した商品開発、失われた販路の回復と新規開拓の実現による地域の賑わい創

出 

 当市の経営者の平均年齢は高くなっており、事業承継がスムーズに進む事が事業存続・従業員

確保の要因となる。 

 関係機関との連携も強化し、伴走型支援を進める事で事業者を減らさない事に繋がる。 

 また、創業希望者については、石巻市の行う「創業塾」の利用を進め、独立前後の計画策定・

資金繰り等の支援を積極的に行う。 

 

③円滑な事業承継・創業の実現による地域経済の活力維持 

 当市最大イベントの「石巻川開き祭り」やその他イベント、仙台塩釜港石巻港区への国内外の

客船入港、「石巻市中心市街地活性化基本計画」に掲げている事業を通じた交流人口の拡大を関

係機関と連携していく。 

観光資源や地域資源(観光・名所・食材等)の新たな掘り起こしを行い、その情報を発信するこ

とにより交流人口拡大に繋げ消費拡大を図る。 

 

④石巻商工会議所職員の資質向上による小規模事業者の力を引き出す伴走型支援の実現 

 経営指導員を中心とした職員のスキル向上を図る。 

 伴走支援に関するノウハウや情報の共有化・OJT や OFF-JT の活用など、経営指導員が専門知

識を必要とする相談案件に対応できるよう、関係機関や専門家との連携を図る。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域経済動向調査に関すること 

(1)現状と課題 

 以前まで当所では、宮城県商工会議所連合会と共同で景気動向調査を行っていたが、現在は日

本商工会議所が全国規模で行っている「早期景気観測調査(LOBO 調査)」を取り入れ、毎月調査

結果を会報にて提供している。 

また、東日本大震災以降「東日本大震災の復旧・復興に関する調査」や「新型コロナウイルス

感染症感染拡大の影響調査」等時事に沿った調査を実施し、当所会報や HPにて公表してきた。 

 時事的経営状況を把握する資料としての活用は出来ているものの、「RESAS」の活用による地域

の分析による情報発信に至っていない。 
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 本事業により得た情報を、各分析結果と照合することにより地域性と課題を抽出し、経営支援

に反映させる必要がある。 

(2)目標 

 
公表 

方法 
現行 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

① L O B O 調 査 の 

公 表 回 数 

会報・HP 

掲載 
12回 12回 12回 12回 12回 12回 

② ビ ッ ク デ ー タ の 

活 用 の 公 表 回 数 

会報・HP 

掲載 
－ 1回 1回 1回 1回 1回 

③時事に即した調査の 

公 表 回 数 

会報・HP 

掲載 
1回 1回 1回 1回 1回 1回 

(3)事業内容 

①LOBO調査(早期景気観測システム)の活用 

≪内容≫ 

 以前、宮城県商工会議所連合会において「景気動向調査」を実施していたが、同調査が廃止

となり、地域や業界の動向についての情報を得る手段がなくなってしまった。 

その後、日本商工会議所が毎月実施する標記調査へ協力し、地域や中小企業が「肌で感じる

足元の景況感」や「直面する経営課題」についての全国ベースの情報を提供・公表している。 

 当所では、業況を把握するため直接調査依頼事業者に対し巡回訪問を行う。 

※当地域内に絞った景気・経営状況に関する調査については、③の調査実施時に合わせて行

う。 

≪調査対象≫ 

当地域内の建設・製造・卸売・小売・サービスの 5 業種(全国 2,478社／当地域内 8 社) 

≪調査項目≫ 

売上高・採算・仕入単価・従業員数・業況・資金繰り 他 

≪調査方法≫ 

聞き取りによる調査 

≪分析方法≫ 

回収したデータは、日本商工会議所で集計・分析し、各地の商工会議所に資料提供される。

提供された資料をもとに、当地域と全国との比較等、小規模事業者が参考としやすいように要

点を簡潔にまとめる。 

≪活用方法≫ 

会議所ニュースや HP 上で公開するとともに、支援を行う小規模事業者には経済動向を知る

資料として提供する。 

 

②ビッグデータの活用 

≪ 内 容 ≫ 

地域経済分析システム(RESAS：リーサス)を活用した地域の経済動向分析を行い、事業計画

策定支援等のバックデータとして活用する。分析は年 1回実施する。 

≪分析方法≫ 

・産業構造マップ 

どの産業が効率的に稼いでいるかを分析する。 

・観光マップ 

経路検索サービスの利用情報を基に、検索回数の多 観光施設など分析する。 

・地域経済循環図 
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地域内企業の経済活動を通じて生産された付加価値がどの程度労働者や企業の所得として分

配されたか把握。最終的に、当該分配がどの程度消費や投資に支出されたかを分析する。 

≪活用方法≫ 

会議所ニュースや HP 上で公開するとともに、支援を行う小規模事業者には経済動向を知る資

料として提供する。 

 

③時事に即した調査(東日本大震災や新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響、物価高騰等影

響調査) 

≪ 内 容 ≫ 

時事に応じた経営に対する影響等の調査を行う。また、合わせて当地域の業況についての内

容を盛り込み、現況を把握する。 

≪調査対象≫ 

当所全会員事業所(約 2,200事業所) 

≪調査項目≫ 

1.営業実態、業界の動向 等 

2.時事の経済状況が事業活動に与える影響と見通し 

3.直面している経営上の問題・課題について 

4.その他状況に応じた項目 

≪調査方法≫ 

郵送にて配布、指定返信用封筒にて回収する。 

≪分析方法≫ 

  業種毎・項目毎に集計する。 

  ※現在毎年実施しているものの、時事の状況についての調査であることから毎年の比較が

行えない。しかし、活用方法に記載の通り、行政機関への要望活動等へのバックデータと

しても使用するため、同形式にて継続して行う。 

≪活用方法≫ 

会議所ニュースや HP 上で公開するとともに、行政機関への要望活動等のデータとして活用

する。 

 

４．需要動向調査に関すること 

(1)現状と課題 

 当所では、「石巻フード見本市(B to B)※8.(4)①参照」実施時に来場したバイヤーに対する調

査を実施してきた。新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、実施できなかった時期も

ある。この調査は出展者に対しバイヤーと市場の動向をフィードバックするための有効な調査

である。しかしながら、サンプル数としての調査回答が少なく有用な調査結果として提供できて

いなかった。 

 今後は多くのバイヤーからの意見を回収し、どのように反映できるか調査・検討が必要である

ため、商談会開催時は継続して実施していく。 

(2)目標 

 
公表 

方法 
現行 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

①商品開発及び市場動

向 調 査 の 公 表 回 数 

出展 

事業者 
－ 1回 1回 1回 1回 1回 

※ 公 表 予 定 数 
出展 

事業者 
－ 35者 35者 35者 35者 35者 
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(3)事業内容 

①商品開発及び市場動向調査 

 当所が主体となって実施している「石巻フード見本市」や、関係団体にて実施する各種商談会

において、事業者の商品がどの様にバイヤーに評価されているか、また、市場に見合った商品で

あるか需要動向調査を実施する。 

 また、商品開発・改善については調査結果をフィードバックし、専門家派遣等行い支援する。 

回 数 1回～数回 ※商談会参加時に実施 

支 援 対 象 
商談会参加事業者 

※35 者・展示商談会にて改善点やバイヤーの要望を受けた者 

調 査 項 目 ①味、②量、③パッケージ、④価格等 

サ ン プ ル 数 

( 調 査 対 象 ) 
来場したバイヤー等 100人 

調査結果活用法 

経営指導員等が参加事業者に対し調査結果を報告・フィードバックし、各

社の新商品開発・改善等に活用してもらう。必要に応じ、専門家派遣等に

て支援。 

 

５．経営状況の分析に関すること 

(1)現状と課題 

 小規模事業者の持続的発展の為、財務・非財務両面面から内部環境を分析し目標を明確化にす

る事で事業計画を立案していく必要性があるが、当所では事業者に対して分析の有用性・必要性

を普及出来ていない状況にあった。 

 当所の経営分析支援は、融資相談時や補助金や支援金申請時の必要最低限のときにのみ実施

されてきたことが課題として上げられる。 

 今後は課題に対して解決策を提示するのみならず、対話と傾聴によるアプローチを通して経

営者自らが本質的な課題に気づきを得て、自社の経営課題を主体的に把握し、事業計画の策定等

へ理解を深められるよう伴走型で支援する必要がある。 

 そのような経営分析を行うにあたり、経営指導員の専門的知識が不足しているのでその資質

向上が不可欠であることから、「ローカルベンチマーク」等診断ツールの統一を徹底するととも

に、外部専門家との連携も視野に入れ、事業者が現状を把握できるよう情報を提示する。 

(2)目標 

 現行 
令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9 年度 

令和 

10年度 

①セミナー開催件数 1 1回 1回 1回 1回 1回 

※ 分 析 件 数 の 見 込 25 60件 60件 60件 60件 60件 

※経営指導員(7名)1人当たり年間 8～10件を目標とする。 

 現状、融資斡旋等の相談案件にて財務分析を行っていた状況であるが、1者からの内容が財務

以外の件での相談も多く対話に注力するので時間を要していた。 

 今後は、効率化を図り、より多くの事業者と向き合っていきたい。 

(3)事業内容 

①対象事業者の掘り起こし(セミナー開催等による働きかけ) 

≪経営分析支援の周知≫ 

 セミナー開催や冊子等配布により経営分析の必要性を広く周知し、理解を深め自社の経営課

題について関心を持ってもらう。HP・会報や、巡回・窓口相談時に周知していく。 

 また、補助金申請予定者やマル経融資申込者に対して周知を行い、必要性をアピールする。 
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②経営分析の内容 

経営状況分析希望者に対し、以下の財務分析・非財務分析を行う。 

 ・財務分析…直近 3期分の決算書を基に収益性等分析し、現状を把握してもらう。 

 ・非財務分析…財務諸表に現れない情報を聞き取り、SWOT 分析による内部要因(強み・弱み)

と外部要因(機会と脅威)を示し課題解決策を明確化する。 

(4)分析結果の活用 

事業者にフィードバックすると共に、経営指導員が下記の支援に活用する。 

  ①経営状況の把握 

  ②事業計画策定時の基礎資料 

  ③事業承継必要時の承継計画書策定時の基礎資料 

  ④専門家の支援を受ける際の基礎資料 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

(1)現状と課題 

当地域内の多くの小規模事業者は、経営者が現場作業・営業・財務等の経営に関する全てを自

ら担っていることが多く、中長期的な経営ビジョンが描けていない場合が多い。そのため、事業

の持続的な発展のために重要な事業計画書の策定であるが、自力による策定は大変困難な状況

にある。当商工会議所では、これまで事業計画策定に関し、積極的に進めてこなかった経緯があ

る。 

従って、地域経済動向調査、経営分析、需要動向調査の結果を踏まえた事業計画書の策定支援

を進める必要があり、今後は小規模事業者が中長期的な経営ビジョンの重要性を認識した上で

事業計画策定に向けた経営指導員の伴走型支援が重要視される。 

また、経営者の高齢化に伴う事業承継の問題も顕在化しており、事業承継計画の策定に関して

も支援を強化していく必要がある。 

事業計画書及び事業承継計画書の策定に際し、専門家の助言や指導が必要な場合は、関係機関

と連携を図りながら進めることとする。 

さらに創業を志す方へのニーズに幅広く対応していくため、関係機関と連携して行っている

「創業塾」への積極的な協力等創業者の掘り起しにも注力する。 

(2)支援に対する考え方 

 小規模事業者の持続的発展を実現するためには、事業者自らが事業計画を無理なく策定・立案

する意欲が必要である。 

 事業変化への対応や事業継続力強化を見据え策定できるよう、経営指導員を中心に専門家の

助力を得ながら事業計画策定を目指す。 

 経営分析を行った事業者を中心に、策定セミナーも開催しながら強みを活かした事業計画策

定を促し、経営分析支援先(60者)のうち 50％の 30者の計画策定を本計画の目標値とする。 

 また今後、小規模事業者の競争力の向上のためには、DX を取り入れた計画が不可欠であるこ

とから策定前段階でセミナー等実施することで計画に盛り込むこととする。 

(3)目標 

 現行 
令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

①DX推進セミナー － 2回 2回 2回 2回 2回 

※セミナー参加者 － 20者 20者 20者 20者 20者 

②事業計画策定セミナー － 2回 2回 2回 2回 2回 

※セミナー参加者数 － 20者 20者 20者 20者 20者 

事業計画策定事業者数 － 30者 30者 30者 30者 30者 
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③事業承継セミナー  1回 1回 1回 1回 1回 

※事業承継事業者数 － 2者 2者 2者 2者 2者 

※事業承継に関する個別無料相談は、関係機関である「宮城県事業承継・引継ぎ支援センター」

と連携し毎月実施。(今後も継続し実施予定。) 

(4)事業内容 

①DX推進セミナーの実施 

 DX 導入メリット等初心者でも理解できる基礎知識取得から、ITツールの活用方法を事業者の

段階に合わせて開催。 

支 援 対 象 募集に応じた事業者(経営分析事業者に対しても参加を呼び掛ける) 

募 集 方 法 会報・HP、経営相談来所者等 

講 師 外部専門家 

回 数 年 2回 

カリキュラム 初級・入門編、DX関連技術の活用法等 

参 加 者 数 各講座 10～20者 

 

②事業計画セミナーの実施 

 経営分析にて状況が診断された事業者をメインに、事業計画を立案する意義や必要性を認識

してもらう。 

支 援 対 象 募集に応じた事業者(経営分析事業者に対しても参加を呼び掛ける) 

募 集 方 法 会報・HP、経営相談来所者等 

講 師 外部専門家 

回 数 年 2回 

カリキュラム 売上増、利益率向上等実現可能な具体的数値の把握を目指す 

参 加 者 数 各講座 10～20者 

 

③事業承継セミナーの実施 

 高齢化と後継者不足が深刻である当地域は事業承継が喫緊の課題であり、早急な対応が必要

であることから当セミナーを実施し、事業承継・事業継続を潤滑に行う事を目指す。 

支 援 対 象 募集に応じた事業者(経営分析事業者に対しても参加を呼び掛ける) 

募 集 方 法 会報・HP、経営相談来所者等 

講 師 外部専門家 

回 数 年 2回 

カリキュラム 事業承継の進め方、引継ぎに必要な要素等理解してもらう内容 

参 加 者 数 各講座 10～20者 

※事業承継に関する個別無料相談は、関係機関である「宮城県事業承継・引継ぎ支援センター」

と連携し毎月実施。(今後も継続実施予定。) 

 

７．事業計画策定後の支援実施に関すること 

(1)現状と課題 

各種補助金を申請し、採択された事業者に対しては、事業実施後の報告書作成支援といった支

援を行ってきた。 

その中で、採択後の事業終了までの中間部分についての伴走支援が薄くなり途中経過や経営

状況把握が疎かになってしまっていた。 

 大幅に目標と現状にズレが発生した際に速やかに対応できるよう経営指導員の巡回や聞き取

り、必要に応じてエキスパートバンクやよろず支援拠点等を活用して、専門家の指導も積極的に
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サイト利用促進等を通して、コロナ禍により大きく変化した流れに乗れるよう、DX 推進を重要

な位置付けとして支援していく。 

 事前支援として、営業力やマーケティング力の向上、DX 推進によるメリットについて会得で

きるようなセミナーを実施する。 

(3)目標 

事業内容 現行 
令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

①石巻フード見本市 

出展者数 
－ 35者 35者 35者 35者 35者 

セミナー受講者数 － 35者 35者 35者 35者 35者 

取引成約件数 － 3件 3件 3件 3件 3件 

②他地域における展示会・ 

商談会参加事業者数 
－ 5者 5者 5者 5者 5者 

取引成約件数 － 2件 2件 2件 2件 2件 

③SNS活用事業 － 15者 15者 15者 15者 15者 

 ※売上増加率 － 5% 5% 5% 5% 5% 

③ECサイト事業 － 15者 15者 15者 15者 15者 

 ※売上増加率 － 5% 5% 5% 5% 5% 

※番号は以下の事業内容に連動するものとする。 

(4)事業内容 

①展示型商談会への出展・販路開拓支援(B to B) 

 当所が主体となり、地元水産関連団体協力のもと全国から量販店等のバイヤーを招き、展示商

談会である「石巻フード見本市」を開催する。 

 これまでも、商談会前に商談スキルを向上させるためのセミナーを開催しており、継続し実施

していく。 

出 展 者 石巻市内で食品関連製造業を営む者 

参集バイヤー 全国のバイヤー(量販店、百貨店、外食産業、ホテル関係、市場関係者等) 

出 展 者 数 35者程度 

支 援 対 象 者 出展する者全て 

概 要 

展示型商談会。事前に商談スキル向上のためにセミナーを実施。 

当日、または事前に展示レイアウト等指導。 

来場バイヤーに対し、展示商品等へのアドバイス(量・パッケージ・条件等)

をもらうための需要動向調査を実施し、結果を基に個別支援を行い取引につ

なげるための伴走型支援を行っている。 

 

②他地域における展示会・商談会への出展支援(B to B) 

 全国各地で行われる大規模な展示商談会への出展支援を行う。出展に当たっては経営指導員

も帯同し当日の運営のサポートを行う。 

【想定される商談会・展示会】 

 ○伊達な商談会(主催：宮城県商工会議所連合会) 

  ・概 要…事前予約性の個別商談。 

  ・出展者…石巻市内食品加工業者 

  ・対 象…百貨店・スーパー等のバイヤー 

 ○ジャパンインターナショナルシーフードショー(主催：大日本水産会) 

  ・概 要…展示型商談会。当所としてブースを設け、2～5者共同出展。 
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  ・出展者…石巻市内水産関連食品加工業者 

  ・対 象…百貨店・スーパー等のバイヤー 

 ○シーフードショー大阪(主催：大日本水産会) 

  ・概 要…展示型商談会。当所としてブースを設け、2～5者共同出展。 

  ・出展者…石巻市内水産関連食品加工業者 

  ・対 象…百貨店・スーパー等のバイヤー 

 ○FOOD STYLE JAPAN(主催：FOOD STYLE JAPAN実行委員会) 

  ・概 要…展示型商談会。当所としてブースを設け、2～5者共同出展。 

  ・出展者…石巻市内食品加工業者 

  ・対 象…百貨店・スーパー等のバイヤー 

 

③IT支援による販路拡大支援(B to C) 

・SNS活用事業 

 コロナ禍による生活様式の変化により、SNSの活用者が急伸したことから手軽に発信できる IT

ツールを利用し、宣伝効果を上げるため専門家派遣等を活用した支援を行う。 

・ECサイト事業 

 多様なショッピングサイトや独自のサイト活用といった比較検証を行い、効果的な手法を得

られるよう、専門家派遣等を活用した支援を行う。 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

(1)現状と課題 

 当所の事業は、事業計画に基づき承認を得て実施し報告するサイクルであったが、各事業とも

反省事項や改善点、事業成果の評価が曖昧となっているため、事業の PDCA サイクルを構築・明

確化する必要がある。 

(2)事業内容 

①石巻商工会議所職員による自己評価 

 経営発達支援事業担当職員と、事業担当職員による事業評価を行い、見直しや継続等次期への

方針を検討する。 

②外部有識者による評価・見直し 

 中小企業診断士等専門家や金融機関による外部有識者、石巻市産業部と当所職員(専務理事・

事務局長・中小企業相談所長・経営指導員)で構成する評価委員会を設け事業の実施状況、成果

の評価、上記①の見直し案の提示を行い、今後の事業の実施に反映させる。 

③事業成果の評価・見直し 

 評価委員会の提案を受け、正副会頭会議へ報告し、承認を受ける。 

④結果の公表 

 当所 HPにおいて、計画期間中に公表する。 

 

１０．経営指導員等の資質向上に関すること 

(1)現状と課題 

 当所では、職員の資質向上のために、日本商工会議所や宮城県商工会議所連合会主催によるセ

ミナーや研修会、他関係協力機関実施による研修会への積極的な参加により個々の能力の底上

げを図っている。 

 しかしながら、経営指導員含む全職員の経験年数の差や業務内容等により、個々の能力に差異

が生じ、若手職員への指導時のノウハウ・スキル継承が図られていない状況にある。 
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 また、中小企業者・小規模事業者が抱える多様化する経営課題に対し、職員での対応が不完全

であり、専門家派遣や相談会において対応する場面も増えてきている。 

 今後は OJT 強化によりベテラン職員から若手職員へ蓄積したノウハウ等を継承し、伴走型支

援が可能な人材育成に努める。 

 また、職員が研修会等で得た情報については、毎月全職員参加で行っている職員ミーティング

において報告し、情報共有している。 

(2)事業内容 

①外部講習会等への参加による支援力向上 

 経営指導員を含む全職員の能力向上のため、日本商工会議所や宮城県商工会議所連合会、関係

協力機関主催によるセミナーや研修会へ積極的に参加することに加え、中小企業大学校の専門

研修や行政機関の施策説明会、勉強会等へも積極的に参加することにより、支援力・能力向上に

つなげていく。 

 

②DX推進に向けた支援力向上 

 DXの本質を理解し、支援につなげる為には経営指導員等が全体像を理解する必要がある。 

 そのために必要な知識や ITスキル習得の為に以下の取組を行う。 

A.RESASやビックデータを活用するためのセミナーや外部研修への参加 

B.電子決済やクラウド会計、テレワークの導入、情報セキュリティ対策等内部的利活用の取組 

C.ホームページや SNS等活用した外部発信ツール利活用の取組 

D.その他事業改善に必要と思われる取組 

 

③支援状況の共有化 

 支援内容を日本商工会議所の管理システム「TOAS」にて管理しデータベース化する。 

 支援継続中の小規模事業者における状況が共有できる様に管理する。 

 

④OJT制度の導入 

 ベテランと若手、経営指導員と一般職員でチームを組み、巡回・窓口相談をロールプレイング

の貴重な現場として OJTに取り組む。 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

(1)現状と課題 

 石巻市内の商工支援団体との意見交換や同一事業への取組については、連携を図りながら実

施している。 

 令和 3 年 10 月 26 日に市内の 9 つの金融機関と中小企業者・小規模事業者への支援を強力に

するための連携協定を締結した。 

 その後コロナ禍もあり意見交換等の場面を設けられずにいたが、今後は年に数回意見・情報交

換の場を設け、市内の業況を把握し経営支援に役立てる必要がある。 

 また、事業者の高齢化に伴う事業承継問題への取組として、「宮城県事業承継・引継ぎ支援セ

ンター」と連携し、毎月情報交換や個別相談を実施している。 

(2)事業内容 

金融機関との情報交換会 年 2回実施。直近の金融情勢や資金需要等の情報交換を行う。 

小規模事業者経営改善貸

付連絡協議会 

年 1回実施。日本政策金融公庫石巻支店と連絡協議会を開催し、

マル経融資の推進と各種金融制度等について学ぶ。 

小規模事業者指導研究会 
年 1回実施。宮城県内 6つの商工会議所の経営指導員による情報

交換会を実施し、経営支援について学ぶ。 
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宮城県事業承継・引継ぎ支

援センターとの個別相談

会・セミナーの実施 

セミナーは年 1回、個別相談会は毎月実施。事業承継問題を抱え

る事業者に対し、滞りなく承継が進められる様連携を深める。 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

(1)現状と課題 

 当所では地域内で開催するイベント事業について、石巻市や(一社)石巻観光協会等の関係団

体と連携することで、賑わいの創出・交流人口拡大に努めている。 

 昨今、コロナ禍の影響により中止や延期、縮小するイベント事業も多く有ったが、今後は従来

規模のイベントが出来る様、また、コロナ禍以前の賑わいが創出できるよう連携を強める必要が

ある。 

 また、石巻市の策定した「第 3期石巻市中心市街地活性化基本計画」に則り、石巻市、関係団

体と活性化策を推進する更なる連携強化が必要である。 

(2)事業内容 

イベント名称等 内容等 

①石巻川開き祭り 

8 月第 1 土日開催。R5 来場者は約 28 万人。当市最大のイベント

であり、当所も事務局を有していることから中心的存在として大

きく関わっている。「石巻川開祭実行委員会」にて運営。(組成す

る主な団体：石巻商工会議所、石巻市、石巻市議会、(一社)石巻

観光協会、石巻金融団等) 

②いしのまき大漁まつり 

年 1回実施。「水産都市 石巻」を PRする販売イベント。「いしの

まき大漁まつり実行委員会」にて運営。(組成する主な団体：石巻

市水産振興協議会、石巻市、石巻魚市場㈱、石巻商工会議所等) 

③サン・ファン祭り 

年 1回実施。復元船「サン・ファン・バウティスタ」号とサン・

ファン館を PRするイベント。「サン・ファン祭り実行委員会」に

て運営。(組成する主な団体：(公財)慶長遣欧使節船協会、(一社)

石巻青年会議所、石巻商工会議所等) 

④ツール・ド・東北 

年 1回開催。東日本大震災の復興支援と震災を風化させない事を

目的にしたサイクリングイベント。「ツール・ド・東北実行委員会」

にて運営。(組成する主な団体：㈱ヤフー、㈱河北新報社等) 

⑤大型客船誘致 

年 5回程度入港。国際拠点港「仙台塩釜港」における大型客船の

入港を担う石巻港区では大型客船の誘致を推進している。外国船

入港によるインバウンド対応を促す。「大型客船誘致協議会」にて

活動。(組成する主な団体：宮城県、石巻市、東松島市、石巻商工

会議所等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１９ 

（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 5年 10月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経

営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員

の関与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する

経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名：大槻 清勝 

連絡先：石巻商工会議所 中小企業支援課 TEL:0225-22-0145 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

 経営発達支援事業の実施、実施達成に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の

評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

 〒986-0822 宮城県石巻市中央二丁目 9番 18号 

       石巻商工会議所 中小企業支援課 

       TEL:0225-22-0145／FAX:0225-94-3978／e-mail:icci@ishinomaki.or.jp 

 

②関係市町村 

 〒986-8501 宮城県石巻市穀町 14-1 

       石巻市 産業部 商工課 

   TEL:0225-95-1111／FAX:0225-96-1023／ 

e-mail:iscommerce@city.ishinomaki.lg.jp 



２０ 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

必要な資金の額 3,400 3,400 3,400 3,400 3,400 

 

①地域の経済動向に関する調査 300 300 300 300 300 

②需要動向調査に関すること 100 100 100 100 100 

③経営状況の分析に関すること 200 200 200 200 200 

④事業計画策定支援に関すること 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

⑤事業計画策定後の支援実施に関

すること 
100 100 100 100 100 

⑥新たな需要の開拓に寄与する事

業に関すること 
1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 

⑦経営指導員等の資質向上等に関

すること 
200 200 200 200 200 

      

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

会費収入、事業収入、宮城県補助金、石巻市補助金、負担金 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



２０ 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


